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1) これらの先駆的業績については， J. A. SChumpeter， Histo'"yο{Ec削 omicAnatysis， 1954， 
Part 2， 3 (東畑精一訳『経済分析の歴史』第 1巻j 第2巷 昭和31-32年)を参照されたい。
なお重商主義の貨幣学説については， E， F. Heckscher， M~rcantû~~m. Eng. Trans.， 2 Vols.， 
1931，が重要であると思う。




























3) Charles Rist， H:叫 oiredes Doarines relal附 S 刷 Creditet a ta Ml側岬眠 dep~明 John
L阻 .J出 qu'a何回 jours，1938(天沼紳 邸訳『貨幣信用学説史』昭和18年)。























価貨幣 (full-bodied血 oney) であるか， 今日通用の不換紙幣のような名目貨幣
4) S.E.H訂正is(ed.)， The N，叫 EGom四回:， 1947 (日本銀行調査局訳『新しし、経精学Jl 1-3. 
昭和24 周年)，
5) J. M. Keynes. The G阿 81'alTheo叩 01Employme叫 InteYest帥 dM，開 ey，1936 (塩野谷九
十九訳『雇用 利子及び貨幣の一般理論』昭和田年〕。
6) Knut Wicksell， Interest剛 dMoney. A Study of the C印刷問.gul附 ngthe Value of 
Money， Eng. Trans.. 1936 (北野熊喜男服新都一訳『利子k物価』昭和14年)。
102 (268) 館，00巻舘3号




























9) G. F. Knapp. Staathche T.耳目附 de5Getdes， 1909 (宮田喜代蔵訳『貨幣国定学説』大正11
年〕。


















































P二 (MV+M'Vワ/T ・ (1) 
とし、う恒等式である o ここでPは 般物価水準，1げは貨幣量 Vはその(取ヲ[)
流通速度 M'は預金通貨量 V'はその(取引)流通速度 Tは取引量の単位
10) 1rving Fisher， The P.附油田帥gPowet' 01 Money. Rev. ed.， 1923， pp. 151-172 (金原賢之
助・高城仙次郎訳『貨幣の購買力』昭和11年)，




















































































M=kY . ，(2) 
つまり 7 ーγ ャノレの文章壱式の形で表現するとこのようになる。ここでMは貨
幣数量 Yは国民所得であるから， k (これを《マー シャノレの k>>~-Marshallian 
， k"と呼ぶ)は国民所得の中で，貨幣の形態として保有される割合壱示す。つ







U 、かとL、うことで， l/k=Y/M を貨幣の所得流通速度 (income-velocity of 
drculatio吋とし、う。 もちろん農家の自家消費など，貨幣を使用せずに国民所
得の中から消費や投資の行われる部分もあるから，必ずしも厳密ではないが，





p= (Mx 1/k)/y ...(3) 
となって，前述の(1)式と比較すると，結局，取引流通速度 V，V'が所得流通速
度 l/kとなり， 取引量Tが実質国民所得Yとなるのは当然として， 形式は全
く同じことになっているので，前節の説明が同様に妥当するはずであるe
12) Alfred Marshall， Mone，ヅ，Credit and C酬 I'merce，1923， Chap. 4 
13) Alv凶 Ha山田，M，じnetaryPoZicy 醐 iFiscal PQUcy， 1949， Chap. 1 (小原敬土伊東庄吉
訳『貨幣理論と財政政革』昭和28年)， において「所得に対する貨幣の歴史的な比率」がみられ
るロ今日ではこれらにワいての数多くの研究がある。もちろん車引流通速度についての実証的計
測もないわけではなし、。たとえば A.G. Hart and P. Kenen. Money， Debt and ECG勿omzc
Attivity， 3'rd吋， 1961. p. 180 (吉野昌甫山下邦男訳『現代金融論』昭和42年)を見よ。
貨幣数量説の再検討 (275) 109 
ケイ γ ズがその著「貨幣改草論』明において， これと同じ趣向の貨幣数量説
を展開しているが，これはと〈に現金残高数量説 (cashbalance theory)と呼ば
れている o すなわち， (3)式において，M=旬，k.y=k'とおけば，
η=Pk' 但)
となる。 これがケインズの現金残高数量説の式である (ケイン1 では η~Pk
であるが，己こでは符号の相違を強調して n=Pk'とした)。




さらにケイ Yズはその後， r貨幣論~15) において，いわゆる基本方程式 (fun­
damental equation) を発表した。これがその後， r雇用・利子および貨幣の一









pro耐を差引いた也のをE (これはほぼ稼得国民所得 nationincome eai"ned 
k当る)，意外の利潤(とれは正常利潤に対する超費利潤=通常の意味の pnce
14) J. M. Kcy田 s，A T，叩 d 帥 Moneta叩 Rej.οym，1923， pp. ~1-95 (岡部菅司 向山直訳『貨
幣改革論』大正13年)。
1[;) J. M. Kcync5， A T:仰山'" 0勿 Ma符ey，1930， Vol. 1， Chap. 14 (鬼頭仁三郎訳『貨幣論」館
2分冊，昭和 7年)。
16) J. M. Keyncs， The Gene叫 TheOYy01 Emtloyment， Infe?'cst and Mo削 y，1936 
110 (276) 第100巻第3号



















w まず前記の(5)式と(7)式を比較すれば，直ちにわかるように， (5)ー (7)より
1-5-九 (9)
















潤， すなわちケイ Yズの windfallpro五めを Pw，総売上高(または総取引
高)を A，要素費用 (factor_cost)を F，使用者費用 (usercost)をfJとすれ
ば，社会全体的利潤 P"，1土次のような式で示宮れる。
Pω=Aー (FHJ)










































17) “My 5o-called • Pundam.ental e明 ations'werc an insta.ntancous piCtUTC takcn on the 
a田 umption of.a given output." J. M. Keynes. The General Theory 01 Em戸oyment，
rη"帽 sttV/td Mo切りん 1936，p. vii 
貨幣数量説の再検討 (279) 118 

























18) M. BronfenbrenIler and F. D. Holzman， A Survey of Iuflation Theory， in Surveys 





















































19) cf. J. G. Gurley and E. S. Sh田町 "FmancialStructure and Economic Development". 
Economic Devaup附 tmtand Cullumt Cha1tge， Vol. 15， No. 3， pp. 257--:268. April 1967 
